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１． ＯＥＣＤのＥＳＴ関連の取り組みの概観 

 ここでは、まず OECDの交通WGにおいて検討されてきた、ESTについて概観する。 
 
１．１  ＯＥＣＤの交通ＷＧにおけるＥＳＴ研究の取り組み状況 

（１） EST 研究取り組みの概況 

1995年より、OECDにおいて EST（Environmentally Sustainable Transport）と呼ばれる
交通システム関連の研究が発足した。この ESTプロジェクトは地理的状況や地域の広がりの違
いに応じて環境的様相を異にする EST なるものの概念を規定し、政府主導で定められる EST
のめざすべき目標や、経済的意味も含めた政策策定のフレームワークを検討するものである。

この ESTプロジェクトの目的は次のとおりである。 
 
EST（Environmentally Sustainable Transport）の概念を精査すること 
ESTを具体に達成していくために求められる行動計画の策定 
共同研究参加国（ドイツ、フランス、オランダ、スウェーデン、カナダ、ノルウェー、オースト

リア、イタリア、スイス、日本）において ESTを導入する際のガイドラインを策定すること 
 
 

この OECDの ESTプロジェクトは、４つのステップから成っている。すなわち、  
 
フェーズ１：当該フェーズは、共同研究参加国において ESTに関連する取り組みのレビューを行う
とともに、ESTの定義と基準を検討するものである。当該フェーズは 1996年に完了している。 
 
フェーズ２：このフェーズはシナリオ構築のフェーズである。シナリオは参加国によって検討された

ものを盛り込んでおり、趨勢型シナリオ（BAU シナリオ：Business-As-Usual シナリオ）とそ
の他３つのシナリオから成っている。このうち、その他の３つのシナリオは将来の技術展望や交

通政策に基づく検討となっており、EST の基準との整合性をとって 2030 年を対象年次としてい
る。また、このフェーズでは目標設定型アプローチ（環境負荷が与えられた時に、当該環境負荷

を削減することを目的においた場合に必要とされる施策の量的基準を検討するアプローチ。

OECDでは the backcasting analysis と呼んでいる。）が検討されており、次のフェーズ３に受
け継がれている。 
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フェーズ３：当該フェーズでは、1997 年後半から 1998 年初頭にかけて実施された。フェーズ３で
は、主として、フェーズ２で構築されたシナリオの達成に向けた政策の実施手段のパッケージ化

について検討された。とりわけ、EST3 シナリオ（後述）に焦点をあてた検討となっている。ま
た、フェーズ３では EST3シナリオの精緻化と BAUシナリオと EST3シナリオの背景となる社
会経済環境変化の同行についての見直しも検討している。 
 
フェーズ４：当該フェーズは、1999年以降の実施となっている。フェーズ４では ESTの概念の精緻
化と、ESTに関連する政策実施のガイドラインの策定についての検討が主たる内容である。 
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（２） ESTの定義と基準 

１）EST の定義 

資料： 
OECD, “Environmental Criteria for Sustainable Transport: Report on Phase 1”,1996)  
 

OECD のワーキングのフェーズ１において検討された EST の定義を記すと、次のとおりで
ある。 
 

Transportation that does not endanger public health or ecosystems and meets needs for 
access consistent with (a) use of renewable resources at below their rates of regeneration, 
and (b) use of non-renewable resources at below the rates of development of renewable 
substitutes. 
（ESTは公共的衛生や環境システムに害を及ぼさない交通システムをさし、次の状況と整合する
交通アクセス需要に見合うものである。すなわち、(a)再生速度を上回らない速度で再利用可能な
資源が活用可能なシステム、(b)再利用が不可能な資源であっても代替し得る再利用資源の開発の
速度を植えな割らない速度で活用し得るシステム） 
 

２）EST の基準 

ESTの基準は、局地的規模、地域規模、全世界規模等の様々な空間的広がりにおいて影響を
もたらす大気、水質への影響に関する基準に関連する。 
ここでは、窒素酸化物、VOC、浮遊状微粒子、気候変動、土地利用、騒音に関する６種類の

基準がフェーズ１において策定された。 

 
＜参考：ESTの基準＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

CO2 
交通機関による総排出量を、各国の状況に

応じて 1990 年の総排出量の 20％～50％を

超えないこと（言い替えれば、50～80%削減）

NOx 
交通機関による総排出量を、1990 年の総排

出量の 10％超とならないこと（言い替えれば

90%削減） 

VOCｓ 
交通機関による総排出量を、1990 年の総排

出量の 10％超とならないこと（言い替えれば

90%削減）（特に有害なものの場合はより少な

くすること） 

ＰＭ

地域の状況にも依るが、交通機関による総排

出量を、1990 年の総排出量の 55％～99%を

削減することが望ましい

将来３０～４０年先の期間を見据えたＥＳＴ目標基準 

騒音

地域の状況にも依るが、交通機関による騒音

レベルを、昼間では 55db を、夜間及び外部で

は 45db を超えないことが望ましい 

土地利用

1990 年の状況に比して、建物密集地域にお

いて緑地の修復もしくは拡張が望ましい。（土

地利用に係る量的基準は今後の検討に待つ

ところ大である）
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（３） シナリオ構築 

ＯＥＣＤの EST 共同研究においては、運輸交通部門の将来展望を検討する上で、次のよう
なアプローチを適用している。 
 

    ○目標設定型アプローチ（Backcasting approach） 
    ○シナリオ構築型アプローチ（EST approach） 
 

１）目標設定型アプローチ（Backcasting approach） 

目標設定型アプローチは、トップダウン的なアプローチである。環境負荷の原因物質の目標

削減量を与えた上で、その削減の実現のためには施策としてどのようなものが必要になるかと

いうことを推定するものである。具体的には、たとえば CO２の削減に関して次のフローに沿っ
た検討となる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 目標設定型アプローチ 
 

目標設定型アプローチでは、あるべき施策の水準が示されるものであり、規範的な内容を含

むものである。従って、施策を講ずることによるモビリティ変化等、施策を加味した交通量の

将来予測は必ずしも必要とはされていない。 
このようなアプローチから得られる知見は、検討対象とする施策について、目標を達成する

ためにはその施策の実施水準にどの程度のレベルが要求されるか等の施策そのものの定量的な

目標水準である。 

将来ＣＯ２排出量（趨勢値）

将来ＣＯ２排出目標値（ex.1990 年値）量

将来ＣＯ２排出削減目標値 

目標達成に必要なあるべき機関分担率、ある

べき低公害自動車の普及率 等 
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２）シナリオ構築型アプローチ（EST approach） 

当該アプローチは、ボトムアップ的アプローチであり、個別施策の効果の積み上げによる効

果の総量を評価するアプローチである。具体的には、たとえば CO２の削減に関して次のフロー
に沿った検討となる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 シナリオ構築型アプローチ 
 

シナリオ設定型アプローチでは、設定したシナリオとそれに基づく施策を講ずることによっ

て、将来 CO２排出量をどこまで削減できるかを検討するものである。このアプローチでは、ま
ず施策の水準が与えられ、その上での施策効果を定量的に検証することが主目的となる。与え

られる施策の水準は、費用面・技術面での実現可能性等を加味して与えられるものである。ま

た、このアプローチでは、シナリオに基づいた将来交通量の予測が必要となり、そのための将

来交通量定量化モデルの構築が必要となる。 
また、ＯＥＣＤのＥＳＴプロジェクトでは、シナリオ構築型アプローチの中で、３つのシナ

リオ構築に係る考え方を示している。 
 
 
  ○趨勢型シナリオ：The Business As Usual  Scenario（BAU Scenario） 
  ○技術シナリオ：The High Technology Scenario（EST1 Scenario） 
  ○モード転換シナリオ：The Capacity-constraint Scenario（EST2 Scenario） 
  ○最適化シナリオ：The Optimum-combination  Scenario（EST3 Scenario） 
 
 

将来ＣＯ２排出量（趨勢値）

シナリオ別の個別施策の将来ＣＯ２排

出削減効果の予測・積み上げ 

将来ＣＯ２排出削減可能値 

施策の効果を差し引いた将来ＣＯ２排出量（趨勢値） 

将来ＣＯ２排出削減目標値に照らした施策効果の評価 

シナリオ構築と施策の組み合わせ 
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① 趨勢型シナリオ：The Business As Usual  Scenario（BAU Scenario） 

経済・人口・土地利用等の社会経済指標の伸びが現状のトレンドで推移していくこと、及

び技術水準も現状のまま、また施策の実施水準も現状のまま推移していくものとの前提のも

とで、交通需要の趨勢的な伸びを設定した上での環境負荷総量を評価しようとするものであ

る。当該シナリオは、以下の EST１、EST2、EST3各シナリオでの施策効果をみるためのベ
ースケースである。 

 
② 技術シナリオ：The High Technology Scenario（EST1 Approach） 

技術シナリオでは、経済・人口・土地利用等の社会経済指標の伸びは BAU シナリオに等し

いとした上で、技術分野において現状追認ではないタイプのものを講じた時の環境負荷削減

効果を評価しようとするものである。技術シナリオで検討される施策イメージは、自動車単

体技術（低燃費エンジン技術、低公害車の技術開発等）、道路インフラ技術（ETC 等の道路交

通情報化技術等）、マネージメント技術（道路工事効率化技術等）があげられる。 

 
③ モード転換シナリオ：The Capacity-constraint Scenario（EST2 Scenario） 

モード転換シナリオでは、経済・人口・土地利用等の社会経済指標の伸び、及び技術の水

準は BAU シナリオに等しいとした上で、交通モード相互間で、環境負荷原単位の高いモード

から低いモードへの利用転換促進施策を講じた場合の施策効果を評価しようとするものであ

る。モード転換シナリオで検討される施策イメージは、モード間の利用転換施策（自動車か

ら鉄道への利用転換等）、自動車利用の効率化施策（乗用車乗車率の向上施策、自家用貨物車

の積載効率向上施策等）、自動車経路の効率化施策（高速道路の利用率の向上施策等）があげ

られる。 

 
④ 最適化シナリオ：The Optimum-combination  Scenario（EST3 Scenario） 

適化シナリオは、上記３パターンのシナリオを総合したシナリオである。 
 
１．２  ＯＥＣＤのＥＳＴ関連取り組みの時系列経緯 

次頁に、OECD交通WGによる EST関連取り組みの時系列推移を示す。 
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表 ＯＥＣＤのＥＳＴ関連取り組みの時系列経緯 
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図 ＥＳＴプロジェクトの概要




